
   防府市上下水道局現場代理人取扱要領 

 （適用） 

第１条 この要領は、防府市上下水道局が発注する工事の現場代理人の取扱い

について必要な事項を定める。 

 （現場代理人の資格要件） 

第２条 現場代理人の資格要件は次のとおりとする。 

 (１) 受注者と直接的な雇用関係があること。 

 (２) 建設業法第７条第２号の規定による営業所の専任技術者（以下「営業

所専任技術者」という。）ではないこと。ただし、監理技術者制度運用マ

ニュアル（令和６年１２月１３日国不建技第１２３号。以下「運用マニュ

アル」という。）における「二－二 監理技術者等の設置（５）営業技術

者と主任技術者又は監理技術者との関係②」と同等の要件を満たす場合を

除く。 

 （常駐期間） 

第３条 現場代理人は、原則として、工事現場に常駐し、その運営及び取締り

を行うこととされているが、次の各号のいずれかの期間に該当する場合であ

って、発注者と常に連絡が取れる体制を確保できるときには、工事現場にお

ける常駐を要しないことができるものとする。 

 (１) 契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始

されるまでの期間 

 (２) 工事の全部の施工を一時中止している期間 

 (３) 工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている期間 

 (４) 上記に掲げる期間のほか、工事現場において作業等が行われていない

期間 

 （現場代理人の兼務を認める工事の要件） 

第４条 受注者は、次の（１）の要件のいずれかを満たすとともに、（２）の

要件を全て満たす場合は、複数の工事契約で同一の現場代理人を配置できる

ものとする。 

 (１)個別要件 

  ① 密接な関係にある２以上の工事を同一の場所又は近接した場所で施工



する場合（監理技術者の場合は適用しない。） 

② 建設業法施行令第２７条第２項で主任技術者の兼務が認められる工事

契約である場合 

③ 運用マニュアルにおける「三 監理技術者等の工事現場における専任

（２）主任技術者又は監理技術者の専任配置の特例①」に規定する専任

特例１号と同等の要件を満たす場合。 

④以下の要件をいずれも満たす場合 

   ア それぞれの請負金額が４，５００万円（建築一式工事は９，０００

万円）未満であること。 

   イ 兼務する工事が３件以内で、いずれも工事現場が防府市内であるこ

と。 

   ウ 設計図書に現場代理人の兼務を認めない旨の記載がないこと。 

 (２)共通要件  

  ① 兼務する工事契約が異なる発注機関である場合は、他の発注機関が兼

務を了承していること。 

    なお、防府市発注の工事は、防府市上下水道局発注の工事に含むもの

とする。 

  ② 発注者と常に連絡が取れる体制を確保できること（携帯電話や連絡責

任者の配置等）。 

  ③ 兼務するいずれかの工事現場に常駐すること。 

  ④ 兼務する工事がいずれも公共工事（国又は地方公共団体が発注する工

事）であること。 

 （現場代理人の兼務の申請） 

第５条 受注者は、同一の現場代理人が複数の工事場所を管理しようとする場 

 合は、第１号様式により現場代理人の兼務を発注者に申請することができる。 

 （現場代理人の兼務に係る承認） 

第６条 発注者は、受注者の申請に基づき、第４条の要件に照らして、現場代

理人の兼務について支障がないと認められるときは承認することとする。 

 （承認通知） 

第７条 発注者は、現場代理人の兼務について第２号様式により受注者へ通知



するものとする。 

 （施工管理等） 

第８条 受注者は、工事現場の安全確保等を図らなければならない。 

２ 発注者が現場代理人の兼務を認めた工事において、工事現場の安全確保を

図るため、受注者は現場代理人の不在時の対応者を定めなければならない。 

 （承認の取消し） 

第９条 受注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、承認を取り消すもの

とする。 

 (１) 予期しない事態が生じたため、受注者の現場代理人が兼務を継続する

ことが不適当と認められる場合 

 (２) 受注者がこの要領の規定に違反していると認められる場合 

 (３) 受注者が偽りその他不正な手段により承認を得たと認められる場合 

２ 前項の規定により承認を取り消すときは、文書により取消しの理由を付し

て受注者に通知するとともに、取消しの理由となった行為が工事の請負契約

の相手方として不適当であると認められるときは、不正又は不誠実な行為と

して取り扱うものとする。 

 （営業所専任技術者の現場代理人の兼務） 

第１０条 営業所専任技術者が現場代理人を兼務できる場合は運用マニュアル

における「二－二 監理技術者等の設置（５）営業技術者と主任技術者又は

監理技術者との関係②」と同等の要件を満たす場合とする。 

２ 受注者は、前項の規定により営業所専任技術者に現場代理人を兼務させよ

うとする場合は、第３号様式により発注者へ届け出なければならない。 

３ 施工管理等については、第８条を準用する。 

４ 営業所専任技術者の現場代理人の兼務について、受注者が虚偽の届出をし

た場合、不正又は不誠実な行為として取り扱うものとする。 

 （その他） 

第１１条 本要領では、次のように取り扱うものとする。 

 (１) 合併入札に付した複数の工事については、特段の指示がないものにつ

いては、第４条第１号①及び同条第２号を適用する。 

 (２)  この要領で近接とは、原則として５０ｍ以内の区域とする。 



 (３) 第４条第１号②及び同条第２号の要件を満たせなくなった場合又は第

１０条の要件を満たせなくなった場合は、受注者は、すみやかに別の現場

代理人を選任し、現場代理人選任届を発注者に提出するものとする。 

 (４) 受注者は、現場代理人の兼務工事に変更があるときは、すみやかに変

更した現場代理人選任届を発注者に提出するものとする。 

(５) 第４条第１号①で兼務する場合、現場代理人の兼務については、複数の

工事契約を１件の契約とみなす。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２３年６月１日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要領は、平成２６年６月２６日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要領は、平成３１年４月５日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（一部改正） 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（一部改正） 

１ この要領は、令和５年１月１日から施行する。 

２ 令和５年１月４日から令和５年６月３０日までに入札公告又は指名通知を

行う工事を含む場合の第４条第１号の規定の適用については、同号中「３件

以内」とあるのは「５件以内」とする。 

 



附 則（一部改正） 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 



第１号様式(第５条) 

 

  年  月  日  

（宛先）防府市上下水道事業管理者 

 

 

 

 

（受注者）所在地 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

 

 

現場代理人の兼務について（申請） 

 

下記工事について、現場代理人の兼務を申請します。 

なお、兼務する工事の発注機関が防府市上下水道局と異なる場合、当該工事の発

注機関から兼務の承諾を得ていることを誓約します。 

 

 

記 

 

 

№ 対  象  工  事  名 

１  

２  

３  

※１ 兼務する工事の件数が２件の場合は、№１及び№２のみ記入すること。 

※２ 別紙「工事の状況」を添付してください。 

 



 

◎工事の状況 

 

Ｎｏ．１（兼務を申請する工事）  

工 事 名  請負金額 万円  

配置(予定)現場代理人  連絡先   

不在時の対応者氏名  連絡先   

営業所専任技術者  

施 工 場 所   

工 期   年   月  日 ～      年  月  日 

工 事 概 要   

 

Ｎｏ．２（現在施工中の工事）  

工 事 名  請負金額 万円  

配置(予定)現場代理人  

不在時の対応者氏名  

営業所専任技術者  

施 工 場 所  

工 期   年   月  日 ～      年  月  日 

工 事 概 要  

発 注 機 関 名  

連絡先  

 

監 督 員 氏 名  

 

  

別紙  



Ｎｏ．３（現在施工中の工事）  

工 事 名  請負金額 万円  

配置(予定)現場代理人  

不在時の対応者氏名  

営業所専任技術者  

施 工 場 所  

工 期   年   月  日 ～      年  月  日 

工 事 概 要  

発 注 機 関 名  

連絡先  

 

監 督 員 氏 名  

 

※１ 兼務する工事の件数が２件の場合は、№１及び№２のみ記入すること。

※２ 発注機関が異なる場合は、他発注機関から兼務の承諾を得ていること。  

   また、契約書の写し等、他発注機関の工事を受注していることがわかる

書類を添付すること。  

※ 兼務する工事の件数が２件の場合は、①のみ記入すること。 

 

 

 

  

上記工事現場間の最短移動距離  

① №１～№２  ｋｍ 

② №２～№３  ｋｍ 

③ №１～№３  ｋｍ 



第２号様式 (第７条 ) 

防水    第    号  

  年  月  日  

 

（受注者） 

商号又は名称  

代表者職氏名            様 

 

 

 防府市上下水道事業管理者   

 

 

現場代理人の兼務について  

 

  年  月  日付けで申請のありました現場代理人の兼務に

ついては、下記のとおり決定しましたので通知します。  

 

記  

 

№ 対  象  工  事   名  兼務承認  

１  

承認・不承認  ２  

３  

 

 

※ 不承認の場合は、その理由を記載すること。  

不承認の理由  

 

 

 

 

 

担当課  
     課  担当者（       ） 

電話（     ）  － 



第３号様式 (第１０条) 

  年   月  日  

（宛先）防府市上下水道事業管理者  

 

 

 

 

 （受注者）所在地  

商号又は名称  

代表者職氏名  

 

 

 

現場代理人の兼務届（営業所専任技術者用）  

 

次の工事の現場代理人として営業所専任技術者を配置し、不在時の対応者を

下記のとおり定めましたので届け出ます。  

なお、建設業法の規定に従い、営業所専任技術者については当該営業所との

間で常時連絡を取れるよう留意し、安全管理及び工程管理に万全を期します。  

 

工 事 名  請負金額 万円  

配置 (予定 )現場代理人

（営業所専任技術者）  
 連絡先   

不在時の対応者氏名  連絡先   

営業所専任 技術

者が専任を 要す

る営業所  

名称   

住所   

施 工 場 所   

工 期   年   月   日  ～      年   月   日  

工 事 概 要   

 


